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第1節 問題の所在
世1ある社会体制 が崩壊寸前の段階にあるとき， その体制は危機状態にあると
いわれる。社会体制についての危機理論は マルクス主義社会科学の有する最
大の特徴の一つであろう。 r全般的危機」論は， その理論的「正統」であった。
しかし， マルクス主義者による「全般的危機」到来の予測にもかかわらず， 資
本主義体制の最終的な危機はやってこなかった。それどころか， 近年のソ連・
桂2
東欧での社会主義国家体制 の崩壊は むしろ「社会主義の全般的危機」 を
想起させている。 r全般的危機」論の誤謬は， なによりも現実が明らかにして
くれた。
しかしだからといって， 我々は危機理論そのものを放郷すべきだろうか。 む
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しろ一方には， I現代は『国家の危機Jの時代であるJ という見方が存在す
る。 先進資本主義諸国では「ケインズ主義的福祉国家の危機」 が， また社会
主義国や発展途ヒ国では国家危機やさらにその崩壊が， 顕著になりつつある。
これらの現象は， 新たな国家体制の危機理論を要請しているといえよう。
また現代の世界は， 貧困， 戦争， 環境破壊などの重大な危機的現象が解決さ
れないばかりか， むしろ日々深刻化している。 これらの原因を全て社会体制に
帰着させることはできないが， 体制に起因する部分の比重が極めて大きいこと
は否定できない。 したがって こうした普遍的な危機を克服するために， 世界
全体の社会体制をどう転換するか， すなわち世界体制の危機をどう展望するか
ということも， 非常に重要な課題なのである。
そこで小論の目的は， 今日の危機理論を「全般的危機」論の克服という視点
から概観し， 新しい危機理論を展望することにある。
以下， 第2節で「全般的危機」論の特徴を， 小論の課題に関連する4点にわ
たって指摘する。 そして第3�6節で 4つの特徴に今日の危機理論がどうこ
たえているのかを検討する。 最後に第7節で， 今日の危機理論の展望を総括す
る。
注
注1 ) 小論では， 1社会体制J， 1体制J の概念乞資本主義/社会主義体制という意
味に限定せず， 抽象的な用法も含めて幅広く使用する。
注2 ) ソ連・東欧型社会主義を果たして「社会主義Jと呼ぶべきか否かという問題があ
るが， ここではとりあえず資本主義が基本的な体制原理ではなかったという意味で，
そのま ま社会主義と呼んでおく。た だし， 小論の課題と関連する見解として， ゴル
ツによる「社会主義の再定義」をあげておく。社会主義を「今までとは違う経済・
社会システムとしてではなく， 逆に， 社会を一つのシステムや巨大機構にしてしま
うあらゆるものを減衰させると同時に， r個性の自由な発展jが達成できるような，
自己組織化された社会性の， 様々な形態を発展させるような実践的プランとして理
解すべきなのだJ(コマルツ(1993) ， 99頁)。
注3 ) 11980年代 ， 現代社会主義は， r社会主義の全般的危機Jと呼べる時代に突入し
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ており. 1989年東欧『市民』革命は， その自然な帰結 である， と確認しうる であろ
うJ (岩田(1993)• 221頁)。
注4 ) 渓内(1988). 29頁。
注5 ) I福祉国家の危機」については， 田端(1988) . 田口(1989). 武川(1989) . 
参照。
第2節 「全般的危機J論の特徴
ソ連・東欧の社会主義国が崩壊した現在. r全般的危機」論を公然と支持す
る者はほとんどいないにせよ， それがマルクス学派の危機理論の「正統」の位
置にあったことは紛れもない事実である。これに代替しうる新たな危機理論を
探究するという小論の課題からすれば， r全般的危機」論の総括という大仕事
注 1
は措くとしても . r全般的危機」論がどのような特徴を有し， どこに重大な
問題が存在していたのかという点の確認は， 最低限必要だと思われる。 そこで
以下， 小論に関連する範囲で「全般的危機」論の特徴を4点にわたって列挙し
註2
ておこう 。
「全般的危機」論の第lの特徴は， 経済還元論と資本主義還元論である。 そ
もそもマルクスには「土台…上部構造」の図式に基づき， 社会体制が変動する
基本要因を経済的諸関係に求める傾向があった。経済恐慌(Krise)は即ち体制
注3
危機(Krise)であった 。 r全般的危機」論は29年恐慌などの経験を踏まえ，
この経済還元論の傾向を一層強化させた。しかし， 歴史的現実はこの理論を否
定した。経済恐慌の到来は必ずしも政治的危機に直結しなかった。 逆に政治的
性4
危機が経済的危機に先行する事態も経験された 。そこで， 経済的危機から体
制の危機を説明しようとする「全般的危機」論の経済還元論が疑問視されるよ
うになるのである。またさらに， 近年の社会主義国家の崩壊は， そもそも体制
危機の要因を資本主義にのみ帰着させる考え方が正しかったのかという問題を
提起するに至っている。 r全般的危機」論は体制危機の原因を， r生産の社会
的性格と取得の私的資本家的性格」という「資本主義の基本矛盾Jによって全
119 (251) 
て説明しようとする。しかし， 体制危機の多様な要因を「資本主義の基本矛盾」
に一元化してしまうことには， 当然無理が生じる。例えば「全般的危機J論で
は， 戦争や公害も資本主義の矛盾に基づくものとされていたが， 中ソ対立やチェ
ルノ ブイリ・ ショックは， それらが決して資本主義体制に固有の現象ではない
ことを裏付けた 。 I全般的危機」論における資本主義還元論は， 現実の前に
再考を迫られているのである。
第2の特徴は， 体制危機における主体的条件の規定にある。 I全般的危機」
論には上述の経済還元論， 客観主義のため， 資本主義の「自動崩壊」論や「万
年危機」論を導出してしまう傾向があったが， その一方でこの客観主義を免れ
ようとする工夫があった。それは 「四大矛盾・ 三大革命勢力」論とくに「体
制問矛盾主導J説である。この説によれば. I三大革命勢力」の存在という主
体的条件が. I全般的危機」の主要な要因とされる。 しかし. I全般的危機J
論における危機の主体的条件の実質的中核は， 社会主義体制， 社会主義国家，
共産党であり， 危機の帰趨をこれら社会主義的主体の状態に帰着させ， 現存す
る危機的現象を具体的に分析することを怠らせる結果を招いた。 また， 危機の
主要要因を「資本主義の基本的矛盾」と認識していたことに照応して， 階級闘
争に最高の優先度がおかれ， そのために現代社会における多様な危機に対応す
ることができなくなってしまった。さらに， そもそもいかなる社会運動集団に
も組織の大規模化が必然的に反民主主義的な少数者支配をもたらすという， い
わゆる「寡頭制の鉄則Jä6の問題がつきまとうが， 社会主義的主体の中央集権
的な組織原理は， この傾向を一層助長した。しかも， 社会主義的主体が革命に
成功して権力を獲得すると， 中央集権的な組織原理は全体主義的な体制原理へ
註7
と転化し， それが社会主義国家体制， 社会主義世界体制を規定するに及んで
これ自体が重大な危機的現象のーっとなる。体制危機を考える際に， 客体的条
件のみならず主体的条件を考慮すべきことは必要だが. I全般的危機」論の場
合は主体を社会主義的主体に還元してしまったために 理論的実践的に破綻し
てしまったのである。今や危機理論は， 主体的条件の内容について新たな了解
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を迫られているのである。
第3の特徴は， 体制危機の歴史的段階的位置づけにある。全般的危機の概念
は， そもそも「機動戦J的状況を想定した「革命的危機j概念が， 資本主義の
「相対的安定」のもとで一つの「時代認識」として自立したものである。したがっ
てこの概念は， そもそもの出発点から危機概念のもつ突発的断続的性格と， 一
つの時代を説明するための長期的持続的性格の聞の対立を内包していた。危機，
革命の側面から見れば， 資本主義には崩壊すくなくとも停滞は不可避であり，
現代は社会主義体制に至る「過渡期」であるとされる。他方で， 戦後資本主義
の安定， 高度成長という現実は「延命現象」として扱われ， さまざまな段階規
定が設けられた。しかしそれでもマルクス学派は資本主義のあらゆる否定的現
象を捉えて， それを「資本主義の全般的危機Jに結合させようとしたのだが，
註8
実際には「資本主義の全般的危機」は訪れなかった 。その結果「全般的危機J
論は， r万年危機」論， r慢性的危機」論であると非難され， rイソップの
桂9『狼少年』のように大衆の信用を失ったのである」 。体制危機の歴史的性格が
問われているのである。
第4の特徴は， 社会のあらゆる危機的現象を資本主義か社会主義かという
「基底体制よ還元 一 関連でなくーさせ一元化する傾向」世10である。 r全般的
危機」とは， 経済， 政治， 社会， 思想， 文化を含む「資本主義の生活のあらゆ
注目る部面」 に関する危機であり， r全般的な， すなわち経済をも， また政治を
性12も包括するところの， 世界資本主義体制の全面的な危機」 であった。 現代の
社会には， 一層多様化する危機一一経済的危機， 政治的危機， 社会的危機， イ
デオロギーの危機， 人間性の危機， 環境の危機一ーが蔓延している。 r全般的
危機」論は， これらすべてを資本主義という基底体制に還元してしまう。 この
発想に対し， 資本主義という原理に還元している点だけでなく， 更に体制に還
注 目元していること自体が疑問視され始めでいるのである 。たしかに， 多様な危
機的現象を単一の体制的要因に還元してしまうことには無理があるだろう。 し
かし， 多様な危機的現象もその源泉をたどれば， 国家又は資本の体制的権力が
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増殖していることと深い関係があるし， その現実的な反映として 国家体制の危
機が顕在化しているのである。 国家体制と多様な危機的現象の聞には密接な関
係がある。 また現代の危機は世界的規模への広がりをみせ， まさに 人類にとっ
ての脅威となるに至っている。 その背後にはますます増大する世界社会の体制
化という現象が横たわっており， 危機と社会体制の連関は深まりつつある。 そ
れ ゆえに我々は危機と社会体制の関係について再考することを要求されている
のである。
以下， これら4つの問題について各節で検討しよう。
注
注 0 1全般的危機」論に関しては膨大な数の議論が蓄積されている。 これらの論争の
総括は， 誰よりもこの理論を支持してきた研究者たちが行うべき であろう。
注 2 ) 以下， 1全般的危機」論の特徴については， 加藤(1986)第羽章， 参照。
注3 ) いわゆる「恐慌・ 革命テーゼ」 である。 高須賀(1985)第3章， 参照。
注4 ) 1たとえば， ナチズムを生み出した政治的危機は経済的危機が衰えつつあるとき
に頂点に達した。 逆に， 五月革命の諸事件はフランスの経済的危機に先行した。 ま
たア ジェンデ下のチリ では， 政治的危機が経済的危機を触発したJ ( ジェソップ
(1987) ， 133頁)。
注5 ) ソ連・ 東欧に存在した社会体制の本質規定に関して， ソ連・東欧が実質的にはー
種の資本主義体制 であると規定する議論も存する(こうした議論を整理したものと
して， 伊藤(1992)， 第3章)。 この議論を前提としたならば， さまざまな危機的
現象も従来通り資本主義的矛盾から説明 できるということになるかも知れない。
注6 ) ミヘルス(1990)， 参照。
注7) 1ボルシェピキ党が一国の政府に転化したことが民主主義的中央集権制の原則の
党組織の領域から国家の領域への拡大をもたらしたとすれば， コ ミンテルン第二回
大会は， これを， ある特定の(だが， この時ま でには高度の影響力をもつようになっ
ていた)党の文脈から国際的運動の文脈へと拡大したJ ( ウォラー(1鎗2)， 61頁)。
注8 ) むしろ「恐慌論」を理論的特色とし， 1全般的危機」を力説してきたマルクス経
済学の方が， 1マルクス経済学の危機」に見舞われる。 馬場(1992)参照。
注 9 ) 宮本(1981)， 104頁。
注10) 丸山(1964)， 329頁。
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注目) プハーリン(1980)， 79頁。
注12) スターリン(1954)， 272頁。
注目) 丸山氏の「基底体制j概念 では， 資本主義/社会主義体制が表象されているが，
小論 では「体制」概念を最広義に使用するという方法をとっているため(前節注1 ，
参照)， 資本主義還元論と基底体制還元論を区別している。
第3節 体制危機の諸要因
体制危機の諸要因をめぐる議論は， 具体的には 国家体制を対象にしていた。
国家危機の要因をめぐる議論は， 社会構成体論における「土台…上部構造」図
注1
式や国家論における「相対的自律性J に関する議論と同様に ， I全体的危機J
論に典型的に表れた経済還元論を克服しようとする試みであったといえる。
まず， 経済還元論を離脱するうえでの第一歩は， I経済危機がそれだけで，
t盛2直接に， 根本的な事件を生みだすことは， ないj ことの確認である。 経済シ
ステムの危機は， 一般にそれだけでは社会体制全体にとっての危機には直結し
ない。
そして次に， I国家危機の異なる諸次元J
住3
が分節化されるとともに， 経済
的危機がいかなる媒介を経て何を直接的な要因として社会体制の危機にいたる
かが探究された。 グラムシは， 経済的危機から「ヘゲモニーの危機J ， I有機
i自主4
的危機」への発展をあとづけた 。 オコンナーは， I資本主義の基本矛盾jが
注5「財政危機」を通じて国家危機へと展開することを主張した 。 ハーパマスは，
「晩期資本主義J において経済的危機が「合理性の危機」へ， またそれが「動機
づけの危機」を介して「正統化の危機」へと波及する過程を示した断。 経済的
危機は社会的危機や政治的危機を媒介することにより， 国家危機へと展開する
のである。 これらの研究は 諸サプ・システムが複雑に交錯している現代資本
主義国家においては， 経済的危機はそれだけでは体制危機の直接的な要因にな
ることはほとんどなく， 社会的危機や政治的危機を媒介することにより初めて
国家危機へと発現する， ということを明らかにした。
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ここでの議論では， 体制危機の根本要因をなすのはやはり経済システムにお
ける危機である。政治的危機や経済的危機の自律性が強調されることはあって
も， それはあくまで「相対的」な自律性に過ぎない。それらの危機の根底にあ
るのは経済システムにおける制御不能で、ある。うえの諸説は， 経済的危機が政
治的危機と結合したときにのみ体制危機に至る点を指摘することによって，
「万年危機」論の難点を克服したが， 危機の「土台jが経済であることは否定し
なかったのである。
ところが最近では. r経済危機が純粋に経済的原因を持ち， それ自体が 国家
と政治的危機の一方的原因であるとの示唆はすべて拒否すべきである」 とい
うように， 経済的危機の基底性を否定する議論も現われる。 それに経済的危機
と政治的危機という「二つの危機はより一層密接に関連しているJ iHとか，
注9
「通例の 『政治的』危機と 『経済的J危機の分離は無意味である」 というよう
に， 二つの危機の相互連関性， 一体性を強調する議論が続く。 また， 国家論に
注目 注11
おける「国家権力の独自性」 や「政治の一次性」 の主張は， 体制危機論と
の関係でいえば体制危機の根本的原因を政治的要因に求める説であると理解で
きょう。このように， 資本主義国家の危機の諸要因をめぐる議論の推移は， 政
治的危機こそ体制危機の根本的要因であるという理解にまで到達する。
ところで， 国家危機の主要要因を論ずるうえで看過できないのは， 社会主義
国家の崩壊の要因をどうみるかという問題である。 そもそも危機理論は， 社会
主義者が資本主義体制に対して使用する理論であったが， 皮肉なことに社会主
義体制こそ危機に瀕していると言わざるを得ない。しかし「全般的危機J 論の
場合， 社会主義体制の確立が「資本主義の全般的危機」をもたらしたという論
理からして， 社会主義の崩壊はおろかその危機さえ予測できなかった。 社会主
義体制が危機にあるという現状認識は， その理論構成からして100 %ありえなかっ
たのである。
ところが今や社会主義国家の崩壊こそ， 今日の危機理論にとって最も本質的
な問題を提起している。なぜなら上述の現代国家の危機の分析は， 資本主義 国
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家の危機の分析であり， 経済的であれ政治的であれ， 体制危機を「資本主義の
基本矛盾」から導出するという点では同じ枠内にあったが， 社会主義国家の危
機そして崩壊という現実は， 資本主義的な要因から別個に体制危機の諸要因を
分析することを余儀なくしたからである。
実際すでに， 社会主義国家の崩壊の根本的要因は一体何だったのかという議
論がはじまっている。そこでの焦点は， やはり危機の要因を経済と政治のいず
れにおくかに絞られているようであり， 議論は資本主義 国家の場合と同じくさ
まざまである。
在日
すなわち. í経済の成長」が「一番重要な基本問題だ」という見解 . í経
済的困難は政治的危機に転化し， 政治改革は経済管理原則の再検討に転化した」
世12
というように経済と政治の相互連関を強調する見解， さらには「民主主義の
世日
欠如こそ現存社会主義崩壊の主要因j というように政治的要因を最重要視す
る見解などである。
これらの中でどれが根本的な原因かを特定することは難しいが， 社会主義の
場合は国家が経済に与える影響力は極めて大きく， 資本主義よりもいっそう政
治的危機が経済的危機に直結しやすいことは確かである。 í社会主義的生産関
係のいっそうの発展が， したがってまた 『経済的土台』の進化が， それに対応
する政治的諸関係の発展に一一政治権力体制における変化に一一依存している
世14
ことは， 危機の時期にとりわけ強く感じられるJ 。 社会主義体制の崩壊は，
政治的危機が国家危機の主要要因になりうることの実例を提供しているし， 資
本主義国家の危機をめぐる議論に関連する部分が大きいことは否めないだろう。
以上の議論はすべて. í全般的危機」論に典型的な， 危機の根本要因につい
ての経済還元論から離脱しようとする試みであった。経済危機はそれだけでは
国家危機には至らないことの確認に始まり， 経済的危機が社会的危機， 政治的
危機に発展したときにはじめて国家危機が現われること， さらに経済的危機の
一次性が否定され， 経済的危機と政治的危機は相互依存関係にあること， そし
て最後には政治的危機が一次的であるとの議論さえ登場することになる。 危機
-125 (257)一
の直接的要因と根本的要因の聞の位置も転倒されたのである。
さらに社会主義国家の崩壊は， より本質的な問題を提起する。 国家危機の理
論は， 資本主義だけでなく社会主義についても納得のいく説明をせねばならな
い。 国家危機を経済であれ政治であれ. I資本主義の基本矛盾」に帰着させる
こと自体の限界が認識されてきているのである。翻ってみると， 資本主義 国家
の危機の要因をめぐる経済から政治への重心の移行は， 実は社会主義 国家の危
機をも射程におさめられるような国家の危機理論の創造をめざしていたのだと
もいえる。
このように体制危機の諸要因をめぐる議論は， あらゆる要因の可能性をだし
つくすことによって， 危機要因の多元性を確認するとともに， 経済還元論の放
棄から， 社会主義国家崩壊のインパクトを受けて さらに資本主義還元論の放
棄へと展開しつつある。
しかも危機要因の多元化と体制危機要因の経済から政治への重点移行という
2つの現象は， 密接に関連している。まず， 資本主義であれ社会主義であれ，
注目「生活世界の植民地化J . 体制権力の人間生活への介入が極度に進行すると，
「社会関係の政治化jによって， 国家， 企業， 地域， 家庭など， 公私， マクロ/
注目
ミクロを問わず， あらゆる領域の問題が. I新しい敵対性jの対象となる 。
「民主主義の拡大j注7が社会体制の内在的限界を露呈させ， それが体制危機へと
発展する。つまり. I民主主義の拡大」によって多元的な課題が広義の「政治」
の対象になり， さらには体制危機の要因にすらなりうるのである。
これは体制危機における主体的条件の契機が， 比重を増大させていることを
意味している。そこで， 次に体制危機の主体的条件について検討しよう。
注
注 1 ) 以下， 国家論における「相対的自律性」の問題については， 加藤(1979). (1鰯)
第E章. Jessop (1982) . カーノイ(1992)参照。
注 2 ) グラムシ(1965)• 150頁。
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注 3 ) Jessop (1990) ， p. 346. 
注4 ) グラムシ(1965)， ['新君主論J ， 参照。
注5 ) オコンナー(1981)， 参照。
注 6 ) Vgl. ， Habermas (1973) . 
注 7 ) Jessop (1982) ， p. 238. 訳293頁。
注 8 ) Bowles (1990) ， p. 28‘ 
注9 ) Hirsch (1980) ， 8. 31. 
注10) Hirst (1977) ， p. 154. 訳229頁。
注目) Laclau (1981) ， p. 22. 
注12) 伊藤(誠)(1993)， 58頁。
注目) ボワイエ(1993)， 42頁。
注14) 加藤(1992)， 12頁。
注目) プルス(1978)， 169頁。 加藤(1990)， 52頁 でも指摘。
注目) ハーパマス(1987)， 307--308頁。
注17) ['国家が介入してきたあらゆる領域において， 社会関係の政治化が， 多数の新し
い敵対性の基礎にあるJ (Laclau (1985) ， p. 162 訳257頁)。
注目) カニンガムによると マルコピチは「民主主義の観点から資本主義の危機を理解
し， 民主主義の拡大が現在の社会経済システム(資本主義および国家主義)の大胆
な転換を余儀なくさせていると主張するJ (Cunningham (1987) ，pp. 109--no. 
訳198頁)。
注目) ['政治は， われわれの生活のあらゆる面を創出し， 条件づけ， 社会の諸問題の展
開とその集団的解決様式の中核に位置するJ (Held (1987) ， p. 277. ) 。 田口
(1993) ， 第2章も参照。
第4節 体制危機の主体的条件
「全般的危機」論に基づく「主体的条件J論は， 理論的にも実践的にも破綻
したのだが， しかし， 危機理論にとって「主体的条件J論が不可欠であること
に変わりはない。
体制危機は客観的条件のみでは発生しない。主体的条件が整ったときに初め
て体制危機は現実化する。なぜなら， 危機は主観的な認識を必要とするー 「社
会成員が構造変化を存立危機として経験し， それによって彼らの社会的自己確
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認がおびやかされたと感じるときにのみ， われわれは危機という言い方をする
ことができるJE10 また， 危機的現象を認識した主体が現存体制を能動的に
注2
「批判」し. r実践的意図をもって計画された危機克服の理論」 を実行に移し
たときにのみ， 体制危機は現実化する。
実際に， 資本主義国家の危機では様々な領域における抵抗と運動が重要な一
因になっているし， 社会主義国でもまさしく民衆による民主主義を求める運動
が国家の崩壊を帰結せしめたのであった。体制危機において変革主体の位置は
決定的である。では. r全般的危機」論にかわる変革主体論は， 現在どのよう
な状況にあるのか。
資本主義社会における「新しい社会運動」や社会主義 国家の崩壊を実現した
フォーラム運動といった変革主体の新しい動向を踏まえ， 現代の諸危機との連
注3
関に配慮しつつ， 変革主体論に関する最近の理論的特徴を「新しい主体j 論
としてまとめてみよう。
第1は， 運動目的の「複数性」である。社会運動は労働組合運動だけでなく，
反核平和運動， 少数エスニック運動， フェ ミニズム運動， 地域住民運動， エコ
ロジー運動， 公共利益団体， 対抗利益団体， 協同組合運動など多様な運動へと
注4
拡散する 。現代における危機的現象の源泉は「資本主義の基本矛盾」にとど
注5
まらない。 r新しい敵対性」はますます「複数性」 を強める。 前節の体制危
機要因における政治化と多元化の関係はここでもあてはまる。 これら諸運動の
聞の関係については， 労働運動の絶対的優位から相対的優位へ， そしてついに
住6
諸社会闘争における「単一の特権的位置は存在しないj ことの確認へと移行
しつつある。このように「新しい主体Jの運動目的は多元化平等化する。 共通
するのは， あらゆる領域で民主主義を根源的に追求することであろう。
第 2は， 運動目的の非経済的な要求への移行である。 r全般的危機」論では，
資本主義のもとでの「窮乏化J. r貧困化」に対応して， 主体の中心的な要求
は経済的物質的要求で、あった。しかし. r新しい主体」の要求は， 多元化の傾
向の中でも特に政治， 社会， 文化など非経済的非物質的な価値へと移行しつつ
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ある。その背景としては， r フォーデイズムの危機JI7， 「産業システムの危
注9 注目機」1 ， 「脱商品化された」社会化形態 ， r労働社会の危機J ， rエコロ
注目
ジー(生態系)の危機」 の進行があげられている。むしろ逆に， r政治」化
した「新しい主体」における「脱物質主義的価値の増大」 が， 資本主義のみ
ならず， r産業J， r労働J， r経済成長」といった「生産」カテゴリー中心
の社会を危機へ導いているということもできる。
第3に， r新しい主体」論では， r個人の解放J， r自律性jが尊重され，
従って「過程J， r参加Jそれ自体が内在的価値をもっとされる。 今日では，
「生活世界の植民地化J， 体制権力の人間生活への侵食のもとで， r人格の危機」
11.13， r 人間性の危機」が進行している。現代の危機は， 個々の 人間にとって外
側に存在する問題ではなく， ますます肉体的精神的に内面にまで浸透してきて
いる。 r全般的危機」論では， 社会体制の変革が至上目的であり， その目的の
ために手段は従属させられる。これに対し， r新しい主体」は「社会的個 人」
性14
の実現をめざし， r個人変革と社会変革の同時達成運動j を追求する。また，
注目「新しい主体」は「プロセス性」 を貴重にする。運動へのアプローチ， r参
加」という過程自体が， 究極目標でもあるからである 。このように， 体制権
力の拡大に伴う「人間性の危機」が， あらゆる人間主体の身体奥ふかくまで浸
透しているがゆえに， 自己と社会の統ーを目的と手段を統一する中で達成する
注17ことをめざす「新しい主体」が現われているのである 。
第4は， 体制危機の客体的条件と主体的条件の関係についてである。上述の
ように， 体制危機は客体的条件だけでは生起しない。民主主義的な主体的条件
の発展があって初めて体制危機は現実化する。ただし， やはり「システムが一
連の反システム運動を引き起こす」18こと， システムの「統合傾向そのものが
反システム的な行動にインパクトをあたえるということJ 11'19も同時に踏まえて
おかねばならないだろう。体制権力の巨大化という現実がまず， 体制危機の客
体的な必要条件なのである。現代の政治的経済的体制権力は， 多元的な領域で
個々人の内面にまで拡大浸透している。このもとで世界中のあらゆる領域の人
129 (261) 
問主体が危機を実感し， 危機を体制の問題としてとらえ， これに民主主義的に
対抗しようとする。そして. I新しい主体」はあらゆる領域における民主主義
の実現を「反システム運動」の中で追求し， それが体制危機へと展開するので
ある 。危機の客体的条件と主体的条件が密接に相互連関しているところに今
注21目的な特徴が存するのである
以上. I新しい主体」の特徴をみてきたが， そこには， 危機の多元化， 深刻
化の中で自然と社会， 個人と社会， 目的と手段， 主観と客観， 理念と現実といっ
た近代市民社会の二元論的図式を超克しようとする指向性を読み取ることがで
注目
きょうn::ao I新しい主体」は「ポスト・ブルジョア的市民社会」 をめざす真
の意味で反体制的な主体なのである。
注
注 1 ) Habermas (1973) . 8.12.訳 5 頁。
注 2 ) Habermas (1963) ， 8.250.訳281頁。
注 3 ) 庄司(1989a). 230�235頁， 参照。
注 4 ) 田口(1993)， 313頁， 参照。
注5 ) Laclau (1985) ， p . 168. 訳265頁。
注 6 ) Laclau (1985) ， p.169. �尺267頁。
注 7 ) Hirsch (1983) ， 宮本(1989)， 参照。
注 8 ) 坪郷(1989)， 第2章。
注 9 ) オッフェ(1988)， 訳93頁。
注10) 山口(1985)， 15頁， 豊泉(1991)。
注目) 坪郷(1989). 第2章。
注12) イングルハート(1993)。
注13) O'Conner (1987) ， Ch. 4. 
注14) 高橋(1985)， 6 頁。
注目) 塩原(1986)， 191頁。
注16) 今回(1986)は， 「社会変動」 ではなく「自己組織性」という語を用いる理由と
して， 1社会が変化するの ではなく人聞が社会をつくり変えていく」ことを強調し
ている(176頁)。 これは当為としてはまさにそのとおり であり， 1新しい主体J
もこれを志向しているのだが， 現実には社会体制がますます巨大化しており， 1人
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問料士会をつくり変えていく」ことを阻止しようとしている。 そういう「聞協況j
にこそ問題の核心が存在すると筆者は考える。
注17) rアノ ミーは深まれば深まるほどより根底ま で及ぶ変革を可能にする状況をもた
らさざるをえないの であって， ここに人間の創造性が要請され， 引き出されること
にもなるの であるJ (杉浦(1993)， 275頁)。
注18) Arrighi (1989) ， p. 1 訳 7 頁。
注19) Arrighi (1989) ， p. 30.訳38頁。
注20) 梶田(1988)はトゥレーヌに関説しつつ， r社会運動」と「危機に対する行為」
の間の「対抗的相補性」について論じているが(158�163頁)， 本文の観点からす
れば今後「相補性jの側面が強くなっていくと思われる。
注21) 両者が分極して社会運動論研究に反映したのが "determinisim" と “vo­
luntarism"または「社会文脈的アプローチと人間主義的アプローチ」の対立 であ
る。 高橋(1985)， 12頁， 参照。
注22) これに対し， オッフェの「新しい社会運動」への評価は厳しい。 それは「近代化
に対する『近代的J批判J (Off巴(1985)， p. 850.)に過ぎない。 星野(1992)， 
76頁， 伊藤(る)(1993)， 132 � 138頁， 参照。
第5節 体制危機の歴史段階
本節では， r全般的危機j論における「万年危機」論的性格をいかに克服す
るかという点に配慮しつつ 社会体制の危機をその時間的歴史的な変動過程と
の関連において考察する。
戦後のマルクス経済学では， r恐慌の形態変化」または「景気循環の変容J
論によって， r恐慌=草命」テーゼや「資本主義自動崩壊」論からの離脱が試
みられた。 そこでは独占資本主義のもとでの「形態変化jの主な特徴として，
恐慌の「激発性の消滅」と「慢性化」があげられた110 これによって危機理論
は， 恐慌の勃発が体制危機へと直結されるという難点を免れることができた。
また， r 国家独占資本主義」のもとで恐慌による爆発を延期させられた「資本
主義の基本矛盾」が， イン フレーションやスタ グ フレーションへと転化する過
程の一つの説明にもなりえた。 しかし， この説明では「激発性」を失い「慢性
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化」した恐慌がどのようにして体制危機へと繋がるのかという点は， 不明なま
まだ、った。そのため結局， 資本主義体制の危機の「慢性化」という主張に陥り，
「慢性的危機」論なる批判を被ることになってしまったのである。
危機分析にプロブレマティークの核心をおくというレギュラシオン理論は，
住2
この「慢性的危機」論の超克を課題のーっとしている 。 I全般的危機」論に
よる「資本主義崩壊」論では， 戦後資本主義の高度成長が全く説明できないと
いう問題意識から ， I危機の諸水準および諸類型」 が提示された。危機は
t空5
次の4つに区別される 。(1) I r外的』撹乱としての危機J ， (2)調整様式内部
でのジ、ユ グラー波的な「循環性危機J ， (3) I調整システムそれ自身の危機」
(例: 1930年代恐慌)， (4) I高度な危機一発展様式の危機J (例: 19世紀末不況
や20世紀末不況)。また， (lX2)が「小危機jであるのに対し， (3)(4)は， I大危
注6機」と呼ばれる
マルクスが恐慌=危機として扱ったのは， これらのうち(2)の「循環性危機J
であった。彼の「恐慌=革命J 説がはずれた原因は， I循環性危機」をただち
に「資本主義の最終的危機」と等置し， 資本主義体制の転覆へと直結したとこ
ろにあるとされる。また， I全般的危機」論においても， 危機類型が「循環性
危機」と「最終的危機」の 2種類だ、けだったので， 恐慌の「激発性の消滅」は
「最終的危機」の「慢性化」へと帰着してしまったのである。
これに対しレギュラシオン理論は， 2つの危機の聞に(3)， (4)のような「構造
的危機」の概念を設定する。そして現在われわれが直面している危機は， 資本
主義体制を最終的に崩壊に導くような性格のものではなく， 資本主義体制内部
の発展様式の危機なのだと主張する。レギュラシオン理論のメリットは， 危機
のさまざまな段階を厳密に区分し， 現存する危機が危機類型のいずれに属して
いるのかを明らかにすることによって， 社会体制の発展段階をより正確に認識
する分析装置を提供したことにある。
しかし， 危機の第5水準として， I支配的生産様式の最終的危機」が一応 設
t主7
定されてはいるものの， これについては「問題の外におかれている」 として，
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それまでの4つの水準の危機についてなされたような厳密な分析は行われず，
極めて寡黙で、ある制。レギュラシオン学派においても， 資本主義の「最終的危
控9
機jはいかにして起きるのかという問題は依然として解決されていない 。 眼
前に起こっている危機が資本主義体制にとっての危機ではないということはわ
かったとしても. r最終的危機J =体制危機とは何かという根本問題が残って
いるのである。
そこで次に. r危機」概念そのものについて考えてみよう。 r全般的危機」
論における「危機」概念は， 当初「革命的危機」状況のもとで形成されたもの
が， 資本主義の「相対的安定J のもとで「時代認識jとして自立したのであっ
た。ここには. r時代認識=世界像としての 『全般的危機』論が， そもそも
『危機論』として成立するか， という根本問題J äl0が内在しているのだが， これ
は「全般的危機」論とは別に危機理論を構築しようとしてもつきまとう本質的
な問題である。 r危機」概念それ自体の有する時間的性格が問われているので
ある。
そもそも危機(crisis)という概念は断続的突発的なイメージを喚起させる。
語源的にみても， ギリシャ語のcnnelll= separa te に発しており， 断続性は危機
概念の本質なのである。この危機のイメージは， 経済恐慌→大衆蜂起→革命と
いう19世紀的な体制変動の有する断続的な性格にひ。ったり適合する。 ところが
今日では， さきにみた経済恐慌の「慢性化jや資本主義経済の相対的な安定性
という現実， 商品・貨幣経済を一挙に廃止することが不可能であることへの認
識， 議会制民主主義のもとでの漸進的な政治戦術などが定着してきている。 こ
うした体制変動をめぐる状況と了解の変化のもとで， なおも「危機」概念が必
要なのかということが問われているのである。
住11
これについて， ハーパマスによる体制危機の分析が参考になる 。彼によれ
ば， あらゆる社会体制は基本的な「組織原理J(以下， 筆者の用語法で「体制
1坐12
原理」と呼ぶ )によって規定されているが， 体制統合における制御問題に社
会統合における規範構造の変化が加わり. r体制原理」が脅かされたときに体
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制危機が発生する。ただし， í与えられた体制の期待標準値がその範囲内に変
性13
動しでも体制そのものの存立は危機にさらされずにいるという許容範囲」 が
あり， 表面的には「体制原理」にとっての脅威が突発的な体制の激動に結合す
るとは限らない。しかしそのときでも， 既存の「体制原理」が減退しているこ
とが傾向として明確で、あるならば われわれはそれを「体制危機」と呼んでよ
注Hいのである 。ここでは 体制が変動する絶対的な時間の長さは本質的な問題
ではない。むしろ歴史的にみれば， 体制の変化は長期的な過程を辿るほうが一
般的だといえよう。この「体制原理」の概念によって， 体制危機における突発
性と長期性の両契機をともに包摂することが可能となる150
ではこの観点からすると， 現代の社会体制の「最終的危機jはどのようにし
て展望することができるであろうか。これに関してギ デンスは， í近代性」と
いう「体制原理J を提起している。 í“近代性"とは 17世紀頃からヨーロッ
パに発生し， その後その影響力において多少とも世界大となった， 社会生活な
いし組織(化)の諸様式をいう」注60 最近， パラダイムの転換という文脈で，
「ポスト・モダニティー」がよくとりあげられるが， ギ デンスによれば現代には
「ポスト・モダンjな世界は未だ実現していない。むしろ現代は， í近代性」が
極限にまで進行しているという意味で， íラデイカル化されたモダニティー
注目(radicalised moderni ty) J の支配する世界として理解されている。 r近代
性」の支配する典型的な社会としては， 現代資本主義が表象されてはいるが，
「全体主義権力の成長」や「国家の監視活動」など， ソ連・東欧型社会主義の実
i直18
態についても十分適用可能で、ある 。
現代の危機的現象は， 資本主義， 社会主義の相違を間わず， 自然と社会， 社
会と個人の分裂を極度に進行させたものとして現象している。 この危機的現象
の多元化， 深刻化は， あらゆる領域で 人間主体に世紀末的な危機を実感させ，
その原因が「近代」という時代を規定する「体制原理jに起因しているのでは
注目ないかということを感づかせ始めている 。そして， íポスト・モダン」の思
想、や「新しい社会運動」などのかたちで， r近代」に代替， 対抗しうる価値が
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志向され始めているが， これは最終的には体制危機へと波及する性格を有する。
現代の緊急に解決を要求するような危機的現象の源泉が「体制」にあり， しか
も今日の時代が「近代」という一つの特殊な時代として直感されつつある。 つ
まり， 現代の危機的現象の拡大とそれによる危機認識の深まりは， I近代体制」
の「最終的危機」を日程にのぼらせているのである。
たしかに， 現代の社会体制が， 今すぐ崩壊すると想像することは容易ではな
い。しかし， I体制原理」としての「近代主義」が， 超克されるべき対象とし
て浮上しつつある現在， 我々は今こそはじめて「近代主義」を「体制原理J と
する現代社会体制の「最終的危機J を展望しうる地点に立ったのではないだろ
うか。
注
注 1 ) 高山(1978)。
注 2 ) ["成熟段階に達した資本主義には不可避的に危機的傾向や停滞的傾向があるのだ，
などと主張しでもはじまらないJ (Boyer (1986) • p.37.訳62頁)。
注3 ) 山田(1991). 第2章。
注4 ) Boyer (1986) • p.60.訳96頁。
注5 ) Boyer (1986) • ch.2. 
注 6 ) Boyer (1986) • p.136.訳248頁の図， 参照。
注7 ) Boyer (1986) • p.70-72.訳111-114頁。
注 8 ) 山田氏も「最終的危機」について次のように述べている。 ["われわれは今日， 資
本主義にかんしてそれを口にしうる材料をもっていない。 ただはっきり しているこ
とは， 何らかの生産様式にかんしてそういった最終的危機がありうるということ で
あるJ ((1991). 76頁)。
注9 ) ["経済学の領域から出発したレギュラシオン理論には経済構造とその動態分析に
強みをもっ反面， その主張する蓄積体制と調整様式の転形過程の分析と展望はなお
抽象的 であり ， 制度的諸形態の再接合のプロセスにおいて(集団的)行動主体の演
ずる役割については明確にテーマ化されていないJ (玉垣(1993)• 24頁， 傍点 ，
松井)。 この点が. ["最終的危機」が不明確なことの一因だと恩われる。 主体的要
因を抜きにして体制危機は語れないから である。
注10) 加藤(1986)• 220頁。
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注11) Habermas (1973) • 8. 9 -19. 訳 1 -12頁。
注12) 第2節で， 筆者が組織原理と体制原理を区別しているの で。 ただし， 両者は本質
的には連関している。
注目) Habermas (1973) • 8.17-18.訳11頁。
注14) ただし， 前節で述べたように， 主体による危機の認識と体制への「批判jが不可
欠である。 ハーパマスの「システム論的な社会危機に対する重要な疑念J (Habe­
rmas (1973). 8.11-19 訳 4 -12頁)を参照。
注目) 今回(1987)は. ["自己組織性」における「ゆらぎをつうじた秩序形成jについ
て. ["ゆらぎがシステムを危機にみちびく要因ではないJ ことを強調している(62
頁)。 しかし [" rゆらぎ潰しJを対象とするモダンのコントロール思想J (同. 10 
0頁)の本性が「自己破壊性J (庄司(1989a) • 275頁。 但し， ここ での主格は
「科学・技術J )にあり， それが現代の諸危機の元凶である以上. ["モダン社会」
から「ポスト・ モダン社会」への移行過程は， 現象的には「変態(メタモルフォー
ゼ)J (今回(1993)• 10頁， 図も参照)であっても， 本質的には両者の原理の関
の相克， 闘争であり. ["モダン社会」の危機とみるべき ではないだろうか。 第4節
注目に関連。
注目) Giddens (1990) • p.l 田口(1992)がこの著作を紹介している。
注17) Giddens (1990) • p.149. post modernity と radicalised modernity の対
照表(p.150)も参照。
注目) そもそもマルクス主義は. ["近代市民社会J の超克を目標にしていたはず であっ
たが， 本文のような現状が大きく影響して， 今日ではポスト・ モダニズム論の側か
ら， マルクス主義もモダンな思想の一種であるように扱われ， また左翼思想の中に
も「ポスト・ マルクス主義」を標携する潮流が現れている。 こうした思想潮流の交
錯状況については別稿で検討したい。
注19) ["社会の体制ともどもわれわれの生活の在り方をま で変革しないかぎり， もはや
生きるすべを持ちえない切羽つまったさまが， 危機という強い言葉を求める。 フッ
サールとハイデガーは， いずれも， 時代の危機を， ヨーロッパの命運を左右する出
来事と見る点で共通していたJ (木前 (1987)• 10頁)。 現代は， これに匹敵する
「時代の危機」をむかえつつある。
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第6節 f近代世界体帝IlJと危機
「全般的危機」論においては， I資本主義の生活あらゆる部面」の問題が
「世界資本主義体制の全面的な危機」という基底体制の次元に還元されてしまう
難点があった。 今日の危機的現象はますます多様性と深刻さの度合いを増して
きている。 ゆえにこれらの危機を克服するためには， I体制面jの問題に還元
注 1してしまわずに， I素材面」による原因も考慮しつつ ， それぞれについて個
別的具体的な対応をとることが先決であろう。
しかしそれとともに， より根本的に体制論的な観点から， 危機を「体制原理」
の問題として把握する姿勢も必要である。 なぜなら「体制面」が重要な要因で
あることに変わりはないし， しかも「体制面」は人間主体が能動的意識的に選
択し， 対処しうる範囲が相対的に広い。 すると， 結局はやはり危機的現象の背
後にある体制的要因は何かという問題を解決しなくてはならないことになる。
現代世界の多様かっ重大な危機を単一の課題しか説明できない原理に換言する
ことなく， しかも諸危機の根本原因について全体的に総括しうるような原理を
追求するという困難な課題に答えねばならない。社会体制と危機の関係が改め
て問われているのである。
特に， 今日の危機的現象はミクロからマクロまで様々な領域に拡散している
が， その中でも特に緊急に解決を要する重大な世界的危機の存在が近年指摘さ
れている。 ギ デンスは， I重大帰結をもたらすリスク」として， I経済成長メ
カニズムの崩壊， エコロジー的崩壊， 全体主義権力の成長， 核紛争・大規模戦
住2
争」の4つを挙げている 。 庄司輿吉氏は， I今日の世界社会の存続を脅かし
ている基本的な四つの危機」として， I核戦争による人類絶滅の危機， 大量貧
困による世界的な貧富の格差拡大の危機， 環境破壊による地球生態系崩壊の危
注3
機， および管理社会化による人間性崩壊の危機」の4つを挙げている 。 ハー
パマスは， I晩期資本主義成長から帰結する諸問題」として 「生態学的均衡の
撹乱， 人格体系の一貫性の要求の侵害(疎外)， そして 国際関係の爆発的な負
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注4荷」の3つを挙げている
3者とも概ね環境破壊， 戦争， 経済破綻， 政治権力の拡大， 人間性崩壊といっ
た事項を重大な世界的危機と認識していると言ってよい。 これらの危機はいず
れも一刻の猶予も許されない重大な危機である。 むしろ， 途上 国の人々や生態
系の一部などは， 危機というよりすでに崩壊してしまったものすらある。 現代
の世界がこれらの問題に正面から取り組まねばならないことは言うまでもない。
そのためにはどのような対応が求められているのか。
まず必要なことは， これらの危機を「世界体制」の視点から捉えることであ
る。 ウォーラーステインとその学派によって提唱された「世界システムj論で
は， 世界資本主義経済全体を一つの「システム」と捉え， 一 国ではなく世界全
註5
体を分析の単位とするところに特色がある 。ここではこの特色に着目しなが
ら， 1世界体制」概念を世界的危機の観点から論じたい。上述の世界的危機は，
国家危機の次元を越えて グローパルな性格を強め， それらが相互に連関し合う
傾向が大きくなっている。その背景には 「世界資本主義システムJ， ( 日米
欧の) 1三極構造モ デル+多 国籍企業体制モ デルの結合システムJ といった
世界社会における「体制化」の進行という現実がある。したがって世界的危機
を「世界体制」という枠組みの中で捉えることが， つまり「全体的危機のシス
控7
テムj として理解することが， 危機の根本要因を追究する際に不可欠なので
ある。逆に考えれば， 世界的危機という現象が， 世界社会をして初めて 人類主
体の前に一個の「体制」として顕現させたということもできる。 実際， 1新し
い社会運動」の中には， 1 国民 国家」の枠を越え， 1地球政治jの観点から
注8
「世界システム」に対抗し， 運動の「民際化」を追求する動きが現われている 。
「世界体制」の完全化が世界的危機を生起させ， それがまた「反システム運動」
注9 を惹起させているのである。
ところで， 前節でギ デンズによる「近代主義」論をみたが， これを上述の
「世界体制」概念と結合させてみよう。彼は「近代性」の14つの制度的次元」
注10
として， 1資本主義， 産業主義， 国家の監視活動， 軍事力」 を， 1グローパ
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リゼーシヨンの諸次元jとして. r世界資本主義経済， 国際的分業， 国民 国家
注11 註12
システム， 世界軍事秩序」 を挙げ ， この「近代性」が地球大世界大へと拡
大した結果が， 重大な世界的危機の発生であると主張している。 この議論をこ
れまでの小論の論述にひきつけていえば. r近代主義」という「体制原理」が
「世界体制」へと展開した帰結が「近代世界体制jであり， これこそが重大な世
界的危機の根本的要因である， というように表現することができるZ30 それゆ
え今日地球的規模に拡大した重大な危機を克服するためには， 世界社会を「近
代世界体制jとして把握するともに， これを止揚して. r地球民主主義J. 
控14 注目
「地球市民社会J . r 人道主義的世界秩序J . r環境・社会主義j などの
「ポスト・モダンJな世界社会を実現せねばならないのである。
しかし， ここには重大な問題が存する。第3節でみたように， 国家体制の危
機に関しては， 政治的経済的権力と民主主義の対抗が体制危機の原因となって
おり， 民主主義の要求という変革主体の力量の増大が， 国家の危機に反映して
いた。国家体制における諸矛盾を認識し， これに有形無形に抵抗， 反発する民
主主義的な運動の存在が， 国家危機の基本要因であった。これに対し， 地球規
模の重大な危機に関しては， 上述のような代替的対抗的目標は提示されてはい
るが. r新しい社会運動」の課題自体理想的要素が強く， ましてや運動をめぐ
注目る厳しい現実の中で順調な発展は容易ではない 。少なくとも現段階において
は， 世界の人間主体による民主主義的な運動の増大が. r 近代世界体制IJJの危
住18機を招来しているという点にまで， 全体として到達していないと思われる
現代社会を「近代世界体制」の次元でとらえた場合には， 危機の主体的条件が
未成熟なのである。
国家体制の危機の場合には主体的条件の形成が進展し， それが体制危機の重
要な要因となっていたが， 世界体制については主体的条件が完全に形成されて
いないがゆえに， 客観的条件としては普遍的な危機が蓄積されつつも， それが
体制危機の現実化へと至らないのである。このような意味で一層， 現代の世界
社会は重大な危機に直面していると言えるのである。
-139 (271)ー
注注 1 ) I体制面」と「素材面jについては， 都留(1983)， 13-'--18真。 ただし 小論 で
はこの概念を経済体制に限定せず， 社会体制一般に応用している。
注2 ) Giddens (1990) ， p. 171. 
注3 ) 庄司(1989b)， 233頁。
注4 ) Habermas (1973) ， 8. 61. 訳64-65頁。
注5 ) ウォーラーステイン(1985)など。 I世界システム」論の検討として， 藤原(19
85) ， 星野(1992)第8 ， 10章。
注6 ) 宮崎(1986)， 250-256頁。 傍点， 松井。
注7 ) 庄司(1989a)， 231頁。 傍点， 松井。
注8 ) 佐藤(1989)， 第VI章， 参照。
注9 ) Arrighi (1989) . 
注10) Giddens (1990) ， p. 59 
1主11) Giddens (1990) ， p. 71. 
注12) ハーパマスも世界的危機の根本原因として， 次のように述べている。 I複雑性の
増大に伴って， 世界社会のシステムはその限界を遠くその環境世界の中にま で押し
広げて行くが， その結果， このシステムは外的自然と内的自然の受容力の制限につ
き当たるJ (Habermas (1973) ， 8. 61. 訳出頁)。 これについて木前 (1981) 
は， I体帝iJに特有の危機傾向との関連 では十分に問われておらず， 高度に抽象的な
概括水準にとどまっている」と指摘し， その理由としてハーパマスが「高度に発達
した一国モデルの想定の上に立っている」点をあげている(29-30頁)。
注目) ウォーラーステイン(1991)， 訳14頁など。
注14) 坂本(1991)。
注目) ベイ(1984)。
注目) 庄司(1989a)， 230頁。
注17) I新しい社会運動jの「停滞」については， 伊藤(る)(1993)， 参照。
注18) Iメタナショナルは宙に浮いているよう であり， それを打つ社会運動の射程はそ
の体制に十分に対抗しうるものになりえていないよう であるJ (矢津(1990)， 286 
真)。
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第7節 総括
以上を踏まえて， 今日における危機理論の展望についてまとめておこう。
第1は， 体制危機， 特に 国家危機における政治的主体的契機の理論的現実的
拡大である。現代の体制危機の諸要因は， その多元化のなかで経済から政治へ
と重点が移行する傾向があった。その背景には体制権力のあらゆる社会領域へ
の介入， とくにそれが「人間性の危機」を引き起こすまでに諸個 人の肉体， 精
神へと浸透している現実があった。こうした状況のもとで 人間主体は， 体制問
題を解決することなしには自己の入院性を回復できないことを自覚する。 それ
がさまざまな領域での消極的積極的抵抗を惹起し， さらに「社会的個 人」の実
現をめざす変革主体の発達， 参加を可能にする。そしてついにはそれが体制危
機へと波及するに至ったのである。民主主義的主体の発展が体制危機をもたら
すのである。
第 2は， 現代社会が「近代世界体制」として現象し， 同時に自らを止揚する
可能性である。今日の危機的現象は多元化し相互連関を深めることによって，
構造的な危機へと加速度的に発展し， 体制危機を顕在化させ体制の特殊性を明
らかにする。また， 危機現象が世界化地球規模化することによって， 現代世界
を「世界体制Jとして浮かび上がらせる。そして， 多元的な危機的現象の根本
要因として「近代主義Jの極大化が把握されるとともに， その歴史性が自覚さ
れその最終的危機が展望されるに至る。 r近代世界体制J は， その体制原理の
極大化を通じて地球的かつ普遍的な危機をもたらし， それによって初めて歴史
的に特殊な体制としての性格を明確にすると同時に「反システム運動」に媒介
されて， 自らを止揚する契機を導いたのである。
第3に， 第1と第 2の点をまとめれば， 現代の危機は多元的政治的な主体に
よる「近代世界体制」の批判=危機として表現される。即ち， あらゆる領域に
おける批判的な(critical)主体は， 人類社会が重大な危機(crisis)に直面し
ていることを認識し， その根i原に「近代主義jという体制原理が存することと
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その歴史的特殊性を把握する。 そしてこの歴史的体制論的な観点から 「近代世
界体制J を批判し(cri ticize) ， さらに現実的な体制危機(system crisis)へ
と展開させることが可能となったのである。
しかし現状としては， r近代世界体制J に対抗する思想、と運動は少しずつ芽
生えているが， r近代世界体制」を現実に変革する勢力となるほどには成長し
ていなし3。 そもそも「近代世界体制」の認識が抽象的で未成熟であるし， また
代替的な将来社会の原理またはユートピアの方向もはっきりとは見いだせない。
それに主体の領Ijの社会運動も「近代世界体制J と対峠するには弱体すぎる。 人
間主体の社会運動が未発達であるがゆえに， r近代社会体制」の極大化が制止
せず， その結果世界社会の危機がますます深刻 化しているのである。 従って，
現代世界社会の危機 を克服する可能性は存在するが， これに失敗して 人類社会
の崩壊に陥る危険性もおおいに存在する。 この意味で今日我々は， まさに「全
般的危機jの時代を迎えているのである。
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